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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の設計段差を有する設計形状に基づいて形成された被測定面の形状を、プローブに
より走査して測定する形状測定方法において、
　前記プローブにより前記被測定面を走査して複数の測定点を取得する測定工程と、
　前記複数の測定点から、前記被測定面に形成された複数の段差が存在する複数の段差領
域と前記複数の段差のそれぞれの高さとを特定する段差特定工程と、
　それぞれの前記段差領域を挟むように隣接する一対の非段差領域における一方の非段差
領域に対応する複数の測定点を、挟まれた前記段差領域に対応する前記段差の高さ分移動
させることにより、前記一方の非段差領域に対応する複数の測定点の高さを、他方の非段
差領域に対応する複数の測定点の高さに合わせ、移動後の非段差領域に対応する複数の測
定点よりなるフィッティング対象データを得る対象データ作成工程と、
　前記設計形状から前記複数の設計段差のない参照形状を取得する参照形状取得工程と、
　前記フィッティング対象データと前記参照形状とをフィッティングするフィッティング
工程と、を有し、
　フィッティングした前記フィッティング対象データと前記参照形状とから残差を求めて
前記被測定面の形状を測定する、
　ことを特徴とする形状測定方法。
【請求項２】
　前記参照形状取得工程は、前記設計形状を、前記設計段差を挟むように隣接する一対の
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設計非段差形状の一方の設計非段差形状を前記設計段差の高さ分移動させることにより、
前記一方の設計非段差形状の高さを、前記一対の設計非段差形状の他方の設計非段差形状
の高さに合わせるように変換し、参照形状として取得する、
　ことを特徴とする、請求項１に記載の形状測定方法。
【請求項３】
　前記段差特定工程は、前記複数の測定点をフーリエ変換し、所定の閾値内の周波数が含
まれる領域を前記段差領域と特定する、
　ことを特徴とする、請求項１又は２に記載の形状測定方法。
【請求項４】
　前記段差特定工程は、前記複数の測定点を自己相関処理して、段差の存在を判定し、判
定した段差が位置する所定の領域を前記段差領域と特定する、
　ことを特徴とする、請求項１又は２に記載の形状測定方法。
【請求項５】
　前記段差特定工程は、前記複数の測定点と前記設計形状とを比較して、前記設計段差が
位置する所定の領域を前記段差領域と特定する、
　ことを特徴とする、請求項１又は２に記載の形状測定方法。
【請求項６】
　前記段差特定工程で特定される前記複数の段差のそれぞれの高さは、前記設計形状の前
記複数の設計段差のうちの対応する前記設計段差の高さとする、
　ことを特徴とする、請求項１ないし５のうちの何れか１項に記載の形状測定方法。
【請求項７】
　前記段差特定工程で特定される前記複数の段差のそれぞれの高さは、前記一方の非段差
領域の複数の測定点から導き出せる近似線と、前記他方の非段差領域の複数の測定点から
導き出せる近似線との間隔とする、
　ことを特徴とする、請求項１ないし５のうちの何れか１項に記載の形状測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の設計段差を有する設計形状に基づいて形成された、例えば、光学素子
やこれを作るための金型などの面形状を高精度に測定する形状測定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　撮像カメラをはじめレーザビームプリンタ、複写機、半導体露光装置など各種光学装置
の性能向上に伴い、これらの光学装置に組み込まれる光学素子に求められる要求はますま
す高度化してきている。特に近年では、光の回折現象を利用した回折格子光学素子が、様
々な製品に利用されている。このような回折格子光学素子では、表面に数ｎｍから数十μ
ｍの凹凸を規則的に配置することで光の位相差をつけて、回折現象を発生させている構造
のものが多い。このように光学素子の面形状、または光学素子成形用金型の面形状を高精
度に測定するために、測定した複数の測定点のデータを設計形状に高精度にフィッティン
グすることでワークのセッティング誤差を除去する必要がある。ここで、測定データと設
計形状とのフィッティングとは、測定データと設計形状とを合わせることに加えて、設計
形状のパラメータを動かして設計形状と測定データとを合わせたり、それぞれ所定の変換
を行って合わせたりすることも含む。
【０００３】
　ところで、複数の設計段差を有する設計形状に基づいて形成された被測定面の測定デー
タと設計形状とをフィッティングすることは、段差部分の存在により難しい。このため、
このような測定データと設計形状とをフィッティングする方法として、次のようなものが
ある。即ち、被測定面を測定した複数の測定点列を最小二乗法を用いて段差がない非球面
や球面などの近似形状とし、設計形状は設計段差の成分がない非段差形状とする。そして
、これら近似形状と非段差形状とをフィッティングさせる（特許文献１参照）。このよう
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な構成の場合、段差部分の成分がないため、フィッティング自体は行い易いと考えられる
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－１６７０１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上述の特許文献１に記載された発明の場合、測定点列から求めた近似形
状にフィッティングするための設計形状には段差形状成分が含まれていないため、近似形
状に含まれる段差形状成分の影響を受けてフィッティング精度を良好にできない。即ち、
被測定面は段差形状成分と、非段差形状成分（例えば曲面形状成分）とを足し合わせた形
状からなり、形状測定機はその形状に倣って測定するため、測定点列は非段差形状成分と
段差形状成分とが含まれたものとなる。したがって、最小二乗法などにより求めた近似形
状も段差形状成分が含まれたものとなる。一方、フィッティングするための設計形状には
非段差形状成分のみを用いている。
【０００６】
　したがって、設計形状に段差形状成分が含まれていない分、フィッティングを行った場
合に近似形状の段差形状成分が測定ノイズのような影響を受けてしまい、フィッティング
精度を良好にできない。言い換えれば、段差形状成分を含んだ形状と含まない形状とをフ
ィッティングさせるため、精度良くフィッティングさせることは難しい。フィッティング
精度が良くなければ、ワークのセッティング誤差を高精度に除去できず、この結果、測定
精度も低下する。
【０００７】
　本発明は、このような事情に鑑み、複数の設計段差を有する設計形状に基づいて形成さ
れた被測定面の測定データと設計形状とのフィッティングを高精度に行える形状測定方法
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、複数の設計段差を有する設計形状に基づいて形成された被測定面の形状を、
プローブにより走査して測定する形状測定方法において、前記プローブにより前記被測定
面を走査して複数の測定点を取得する測定工程と、前記複数の測定点から、前記被測定面
に形成された複数の段差が存在する複数の段差領域と前記複数の段差のそれぞれの高さと
を特定する段差特定工程と、それぞれの前記段差領域を挟むように隣接する一対の非段差
領域における一方の非段差領域に対応する複数の測定点を、挟まれた前記段差領域に対応
する前記段差の高さ分移動させることにより、前記一方の非段差領域に対応する複数の測
定点の高さを、他方の非段差領域に対応する複数の測定点の高さに合わせ、移動後の非段
差領域に対応する複数の測定点よりなるフィッティング対象データを得る対象データ作成
工程と、前記設計形状から前記複数の設計段差のない参照形状を取得する参照形状取得工
程と、前記フィッティング対象データと前記参照形状とをフィッティングするフィッティ
ング工程と、を有し、フィッティングした前記フィッティング対象データと前記参照形状
とから残差を求めて前記被測定面の形状を測定する、ことを特徴とする形状測定方法にあ
る。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の場合、測定データから段差形状成分を除去したフィッティング対象データと、
設計形状から取得する段差形状成分のない参照形状とをフィッティングさせている。この
ため、複数の設計段差を有する設計形状に基づいて形成された被測定面の測定データと設
計形状とのフィッティングを高精度に行える。
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【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の実施形態に係る３次元形状測定装置の概略構成図。
【図２】形状測定装置のプローブの構成の２例を説明するための概略構成斜視図。
【図３】本実施形態でフィッティング処理を行うまでのフローチャート。
【図４】（ａ）はプローブによる被測定面の走査について説明するための斜視図、（ｂ）
はそれにより得られた測定点列を模式的に示す平面図、（ｃ）はその測定点列をＹＺ平面
に２次元化した図。
【図５】フィッティング対象データを説明するために、複数の測定点を段差の高さ分移動
させる工程を順番に示す模式図。
【図６】フィッティング対象データと参照形状とのフィッティングを説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の実施形態について、図１ないし図６を用いて説明する。
【００１２】
　［形状測定装置］
　まず、図１により本実施形態の形状測定装置について説明する。形状測定装置１は、プ
ローブ２と、定盤３と、プローブ２を支持移動させる移動手段４と、プローブ２の変位を
測定する変位測定手段５と、制御部６と、を備える。そして、定盤３の上に載置された被
測定物（ワーク）Ｗの被測定面Ｓの形状を測定する。特に、本実施形態の場合、被測定物
Ｗとして、被測定面Ｓに数ｎｍから数十μｍの凹凸からなる回折格子を有する回折格子光
学素子、或いは、光学素子成形用金型のように、滑らかでない面を有するものを対象とし
ている。また、このような被測定物Ｗは、上述の回折格子に相当する複数の設計段差を有
する設計形状に基づいて形成された被測定面Ｓを有する。言い換えれば、被測定面Ｓには
、これら複数の設計段差に対応した（回折格子の）複数の段差が形成されている。
【００１３】
　プローブ２は、先端に小さい曲率半径の球（先端球）２１を有する棒状の部材で、先端
を被測定物Ｗの被測定面Ｓに接触させる。先端の曲率半径は、数ｎｍから数十μｍの凹凸
を検知可能な程度に小さい。即ち、プローブ２の先端球２１は、回折格子の段差の谷部付
近に接触可能な程度の小さい曲率半径を有する。このような接触式のプローブ２は、プロ
ーブ２に対して球２１を何らかの固定方法により配置した構造であっても、プローブ２と
球２１とを一体とした構造であっても良い。
【００１４】
　定盤３は、プローブ２の先端と対向するように配置され、表面をプローブ２の配設方向
（Ｚ方向）と直角な平面（ＸＹ平面）としている。そして、この表面（載置面）に被測定
物Ｗを被測定面Ｓがプローブ２側となるように載置している。なお、定盤３は、床からの
振動による影響を抑えるために、除振機能を備えていることが好ましい。例えば、床との
設置部と載置面との間にゴムなどの弾性部材を設置する。
【００１５】
　移動手段４は、Ｘ軸ステージ４１と、Ｙ軸ステージ４２と、Ｚ軸ステージ４３と、これ
ら各ステージの駆動用の例えばステッピングモータなどのモータ４４、４５、４６とを備
える。そして、モータ４４によりＸ軸ステージ４１をＸ軸方向に、モータ４５によりＹ軸
ステージ４２をＹ軸方向に、モータ４６によりＺ軸ステージ４３をＺ軸方向に、それぞれ
例えばボールねじ機構などを介して移動させる。
【００１６】
　プローブ２は、Ｚ軸ステージ４３の一部にＺ軸方向に配設され、Ｚ軸ステージ４３は、
Ｙ軸ステージ４２に、Ｙ軸ステージ４２はＸ軸ステージ４１に、それぞれ支持されている
。したがって、プローブ２は、図２（ａ）に示すように、被測定物Ｗに対してプローブ先
端球２１を接触させながら、３軸並進方向、即ち、互いに直角な方向であるＸ、Ｙ、Ｚの
各方向に移動可能である。
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【００１７】
　なお、定盤３をＸ軸及びＹ軸方向に移動可能とし、プローブ２をＺ軸方向にのみ移動可
能としても良い。この場合もプローブ２は、定盤３に載置された被測定物Ｗに対して３軸
並進方向に移動可能である。また、プローブ２の移動方向は、例えば、１軸回転方向と２
軸並進方向とすることもできる。例えば、Ｘ軸ステージ４１又はＹ軸ステージ４２の何れ
か一方のステージに変えて、Ｚ軸方向と平行な中心軸を中心とした回転方向（Ｒ方向）に
回転可能なステージとする。なお、この構造の場合も、Ｘ軸方向（或いはＹ軸方向）とＲ
方向の移動を定盤３に行わせるようにしても良い。
【００１８】
　変位測定手段（位置検出センサ）５は、プローブ２の基端部に反射ミラーを設け、干渉
計測などを利用して、プローブ２の３次元位置を測定する。例えば、プローブ２の基端部
の周囲に基準ミラーを設け、レーザにより反射ミラーと基準ミラーとの距離を測定するこ
とにより、プローブ２の３次元位置を測定する。なお、位置検出センサとしては、リニア
スケールエンコーダなど、他の位置検出センサを用いることもできる。
【００１９】
　制御部６は、データサンプリング装置６１と、演算装置である制御／解析用コンピュー
タ６２と、ＸＹ軸制御装置６３と、Ｚ軸制御装置６４とを有する。変位測定手段５により
測定されたプローブ２の３次元位置は、データサンプリング装置６１において、所定の時
間間隔でサンプリングされる。サンプリングされた離散データは、制御／解析用コンピュ
ータ６２内のメモリに測定データとして保存され、制御／解析用コンピュータ６２による
被測定面Ｓの形状の演算に使用される。即ち、制御／解析用コンピュータ６２は、ＣＰＵ
などを主体として構成される図示しないプロセッサ、同じく図示しないハードディスクド
ライブやその他の記憶手段（メモリ）によって構成される。このような制御／解析用コン
ピュータ６２には、形状測定プログラムがインストールされている。
【００２０】
　また、制御／解析用コンピュータ６２は、移動手段４を制御して、プローブ２を予め設
定された走査軌跡に沿って移動させる。即ち、各モータ４４、４５、４６は、ＸＹ軸制御
装置６３、Ｚ軸制御装置６４から駆動制御信号に基づく電力供給がなされることで駆動さ
れ、各ステージ４１、４２、４３がそれぞれ移動する。ＸＹ軸制御装置６３及びＺ軸制御
装置６４は、制御／解析用コンピュータ６２からの駆動制御信号に応じて動作する。この
ように移動手段４を制御してプローブ２を走査軌跡に沿って移動させて、プローブ先端球
２１の中心位置の移動軌跡を変位測定手段５により検出する。検出された移動軌跡データ
は、上述のようにデータサンプリング装置６１に転送され、制御／解析用コンピュータ６
２による被測定面Ｓの形状の演算に使用される。
【００２１】
　ここで、形状測定時におけるＺ軸ステージ４３の駆動について詳細に説明する。本実施
形態の場合、接触式のプローブ２の被測定物Ｗに対する接触力を検出する接触力検出部２
２を備えている。接触力検出部２２は、検出した接触力の大きさに応じた接触力信号を出
力し、この信号はＺ軸制御装置６４に取り込まれる。Ｚ軸制御装置６４には、ＤＳＰ（デ
ジタル信号処理）などを主体として構成される図示しないプロセッサ、および同じく図示
しないＲＯＭなどで構成される記憶手段（メモリ）が内蔵されている。そして、接触力検
出信号により検出した接触力信号を常に一定に保つような制御を行うための制御プログラ
ムがインストールされている。Ｚ軸制御装置６４は、この制御プログラムに従い、接触力
信号を一定値に維持するようなＺ軸駆動電力を出力し、出力された駆動電力はＺ軸ステー
ジ４３の駆動用モータ４６に供給される。そして、プローブ２の被測定物Ｗに対する接触
力を一定に維持するように、Ｚ軸ステージ４３が駆動される。
【００２２】
　次に、形状測定時におけるＸ、Ｙ各軸ステージ４１、４２の駆動について詳細に説明す
る。制御／解析用コンピュータ６２は、形状測定時に実行される上述の形状測定プログラ
ムの命令に従い、ＸＹ軸制御装置６３に対し駆動制御信号を送信する。ＸＹ軸制御装置６
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３は制御／解析用コンピュータ６２から受信した駆動制御信号に基づき、Ｘ、Ｙ軸の各ス
テージ４１、４２の駆動用モータ４４、４５に駆動電力を供給する。そして、駆動電力に
従い動作するモータ４４、４５によってＸ軸ステージ４１、及びＹ軸ステージ４２が駆動
され、プローブ２、詳しくはプローブ先端球２１の中心位置が、被測定物Ｗに対しＸＹ軸
方向に位置決め制御される。
【００２３】
　上述のように、プローブ２は、Ｘ、Ｙ、Ｚ各軸ステージ４１、４２、４３の駆動により
、前述の形状測定プログラムで設定される測定経路に従い、被測定物Ｗの被測定面Ｓ上を
走査する。プローブ走査中、プローブ先端球２１の中心位置を検出する変位測定手段５の
出力信号は、データサンプリング装置６１によって一定のサンプリング間隔で取り込まれ
る。更に取り込まれたデータはデータサンプリング装置６１から制御／解析用コンピュー
タ６２へ、形状測定プログラムが設定する測定条件に応じた適切なサンプリング間隔で逐
次測定され、被測定面形状データがＸ、Ｙ、Ｚ座標点群データとして取得される。最終的
には、プローブ走査終了後の後述する形状解析を実施することで表面形状データが得られ
る。
【００２４】
　なお、本実施形態の場合、図２（ａ）に示すように、接触式のプローブ２を使用してい
るが、図２（ｂ）に示すように、非接触式のプローブ２ａを使用しても良い。非接触式の
プローブ２ａは、被測定物Ｗの被測定面Ｓにレーザなどの光波を照射しながら、Ｘ、Ｙ、
Ｚ各軸方向に相対的に移動自在となるように支持されている。上述のように接触式のプロ
ーブ２の場合、被測定物Ｗに対する接触力を一定に保つようにＺ軸ステージ４３を駆動す
るのに対して、非接触式のプローブ２ａの場合、プローブ２ａと被測定物Ｗとの距離を検
出する機能を備えている。そして、この距離を一定に保つように制御しながらＺ軸ステー
ジが駆動させられる点が異なる。その他の装置構成については、接触式のプローブを備え
る形状測定装置と同様である。なお、図１に示す座標系は３次元形状測定装置における座
標系であり、図２（ａ）及び図２（ｂ）に示す座標系は被測定物Ｗにおける座標系であり
、両者は異なるものである。
【００２５】
　［形状測定方法］
　このように構成される形状測定装置１により、次のような形状測定方法で、複数の設計
段差を有する設計形状に基づいて形成された被測定物Ｗの被測定面Ｓの形状を測定する。
即ち、移動手段４によりプローブ２を被測定面Ｓに接触させた状態で倣い走査させる。そ
して、プローブ２の３次元位置を変位測定手段５により測定し、以下のように、測定デー
タと設計形状とをフィッティングさせて、被測定面Ｓの形状を測定する。
【００２６】
　本実施形態の形状測定方法は、測定工程と、段差特定工程と、対象データ作成工程と、
参照形状取得工程と、フィッティング工程とを有する。図３に示すように、測定が開始さ
れると（Ｓ１）、まず、測定工程で、被測定物Ｗの形状測定を行う。即ち、プローブ２に
より被測定面Ｓを走査して複数の測定点を取得する（Ｓ２）。このような複数の測定点は
、例えばプローブ２の走査方向の点列データとして取得する。
【００２７】
　次に、段差特定工程で、測定工程で取得した複数の測定点から、被測定面Ｓの段差が存
在する段差領域と段差の高さとを特定する（Ｓ３）。段差領域及び段差の高さを特定した
ら、対象データ作成工程で、点列に対する段差高さの移動を行う。即ち、段差領域を挟ん
で隣接する一対の非段差領域を考える。これら一対の非段差領域の点列のうちの一方の非
段差領域の点列を、段差の高さ分移動させる。そして、一方の非段差領域の点列の高さを
他方の非段差領域の点列の高さに合わせる（Ｓ４）。即ち、段差をなくすような処理を行
う。このような一方の非段差領域の移動を全ての段差部分で行い（Ｓ５）、段差のないフ
ィッティング対象データを得る。
【００２８】
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　一方、参照形状取得工程で、設計形状から複数の設計段差のない参照形状を取得する。
本実施形態では、被測定物Ｗの元になる設計形状に対しても、段差高さの移動を行う。即
ち、設計形状の設計段差を挟んで存在する一対の設計非段差形状のうちの一方の設計非段
差形状を設計段差の高さ分移動させる。そして、一方の設計非段差形状の高さを他方の設
計非段差形状の高さに合わせる（Ｓ６）。即ち、設計段差をなくすような処理を行う。こ
のような、一方の設計非段差形状の移動を全ての設計段差部分で行って、設計形状を設計
段差のない参照形状に変換する（Ｓ７）。フィッティング工程では、上述のＳ４及びＳ５
で得たフィッティング対象データと、上述のＳ６及びＳ７で変換した参照形状とを、例え
ば最小二乗法などによりフィッティングする（Ｓ９）。そして、セッティング誤差を除去
し、フィッティングしたフィッティング対象データと参照形状とから残差を求めて、被測
定面Ｓの形状を測定して、終了する（Ｓ９）。以下、各工程について詳しく説明する。
【００２９】
　［測定工程］
　測定工程では、図４（ａ）に示すように、プローブ２を被測定面Ｓ上を走査させる。即
ち、プローブ２を被測定面Ｓ上に形成された段差の周期性に合わせて走査させる。例えば
、被測定面Ｓが円形状で、段差が被測定面Ｓの中心から同心円状に複数形成されていると
する。この場合、プローブ２が被測定面Ｓの中心を通るように被測定面Ｓの直径方向に移
動させる。そして、図４（ｂ）に示すような、複数の測定点からなる１ラインの点列デー
タ１０１を得る。このような点列データ１０１は、各測定点がプローブ２の走査方向に対
して直角な方向に僅かにずれてしまうことが避けられない。例えば、プローブ２をＹ軸方
向に直線走査しても、図４（ｂ）の点列データ１０１はＸ軸方向に誤差を持つ。このため
、本実施形態の場合、光軸（Ｚ軸）方向に平行な平面１０２（走査方向がＹ軸方向であれ
ばＹＺ平面）に、点列データ１０１を投影し、図４（ｃ）の投影点列データ１０３のよう
に２次元化を行う。
【００３０】
　このような被測定面Ｓの走査は、被測定面Ｓの円周方向複数個所で行い、それぞれで得
られた点列データ１０１についても、投影点列データ１０３を得て、次述するデータ処理
に使用する。なお、上述の説明では、点列データ１０１を２次元化しているが、各点列デ
ータを３次元のデータとして扱っても良い。
【００３１】
　［段差特定工程］
　段差特定工程では、上述のように得られた投影点列データ１０３から、被測定面Ｓに形
成された複数の段差がそれぞれ存在する複数の段差領域と複数の段差のそれぞれの高さと
を特定する。まず、段差領域の特定について説明する。図５（ａ）は、被測定面Ｓ上の段
差５０１が存在する所定の段差領域５０２と、この段差領域５０２から外れた所定の非段
差領域５０３とを示している。被測定面Ｓは、前述のように複数の設計段差を有する設計
形状に基づいて形成されている。したがって、被測定面Ｓには、複数の段差が形成されて
いる。このため、段差領域５０２の特定には、このような段差の特徴を利用する。
【００３２】
　例えば、投影点列データ１０３をフーリエ変換し、所定の閾値内の周波数が含まれる点
列領域を段差領域と特定する。即ち、段差が存在する領域とそうでない領域とでは周波数
特性が異なるため、所定の閾値を実験や経験則などから設定し、その閾値内の周波数が含
まれる領域を段差が存在する段差領域と特定する。
【００３３】
　或いは、自己相関処理を行うことで、段差の存在を判定し、判定した段差が位置する所
定の領域、即ち、段差位置からの横座標（走査方向の座標）の所定の範囲内の点列を段差
領域と特定する。特に、判定した段差の位置に基づく段差ピッチ（隣接する段差の横座標
の距離）が被測定面Ｓの全面について一定でない場合、段差ピッチの幅に応じて区間を分
け、その区間においてそれぞれ横座標の所定の範囲を定義して段差領域を特定する。例え
ば、段差ピッチが短い区間では所定の範囲を小さく、段差ピッチが長い区間では所定の範
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囲を大きくする。
【００３４】
　或いは、測定工程で測定した複数の測定点と設計形状とを比較して、設計段差が位置す
る所定の領域を段差領域と特定する。具体的には、測定した全点列データ、即ち、被測定
面Ｓ全面の測定データに設計形状を当てはめることで段差位置を特定し、その段差位置か
ら横座標の所定の範囲内の点列を段差領域とする。
【００３５】
　なお、上述のように複数の段差領域を特定できれば、複数の段差領域から外れた複数の
非段差領域も特定できる。本実施形態では、これら複数の非段差領域に番号を付して特定
するようにしている。例えば、被測定面Ｓが円形状で、段差が被測定面Ｓの中心から同心
円状に複数形成されている場合、中心から順番に番号を付し、その非段差領域が中心から
何番目の非段差領域であるかを分かるようにする。
【００３６】
　次に、段差の高さの特定について説明する。特定の方法の１つとして、設計形状を利用
する方法が挙げられる。即ち、上述のように特定された複数の段差領域にそれぞれ存在す
る段差の高さを、設計形状の複数の設計段差のうちの対応する設計段差の高さとする。
【００３７】
　或いは、以下のように段差の高さを特定することもできる。即ち、複数の非段差領域の
うち、それぞれの段差領域を挟むように隣接する一対の非段差領域を考える。この場合に
、上述のように特定された複数の段差領域にそれぞれ存在する段差の高さを、一対の非段
差領域のうちの一方の非段差領域の複数の測定点から導き出せる近似線と、他方の非段差
領域の複数の測定点から導き出せる近似線との間隔とする。
【００３８】
　より具体的に説明する。図５（ａ）に示すように、段差領域５０２には、プローブが段
差を通過することにより生じる飛び跳ね等の影響で、測定データとして信頼性の低い点列
が含まれる。一方、段差５０１から離れた非段差領域５０３は、プローブの飛び跳ねなど
の影響が殆どないため、測定データとして信頼性の高い点列からなる。そこで、図５（ｂ
）に示すように、非段差領域５０３内の複数の測定点から、例えば最小二乗法により近似
線５０４を導き出す。
【００３９】
　ここで、この近似線５０４を段差の高さを求めるための近似線としても良いが、段差領
域５０２内にも測定データとして信頼性の高い点列が含まれている場合もある。そこで、
本実施形態では、以下のように段差の高さを求める近似線を導き出すための領域を広げる
。具体的には、上述の近似線５０４と平行で、この近似線５０４から段差の高さ方向の所
定の閾値としてのライン５０５を導出する。この所定の閾値は、実験や経験則などから設
定する。
【００４０】
　次いで、図５（ｃ）に示すように、このライン５０５以下、即ち所定の閾値内の測定点
が存在する領域まで、近似線を求めるための領域を広げる。即ち、ライン５０５で規定す
る閾値の範囲内において、段差領域５０２へも近似線を求めるための領域を広げていき、
閾値より外れた点列に当たった時点で、領域の拡大を終了し、その手前の測定点の範囲を
、近似線を求めるための新たな領域５０６とする。そして、この領域５０６内の複数の測
定点から、最小二乗法などにより第２の近似線５０７を導き出す。この第２の近似線５０
７は、上述の近似線５０４よりも広い範囲の測定データから導き出しているため、測定デ
ータにより見合った近似線であると言える。
【００４１】
　同様に、上述の非段差領域（例えば一方の非段差領域）５０３と段差領域５０２を挟ん
で隣接する（他方の）非段差領域についても、第２の近似線５０８を導き出す。そして、
両方の第２の近似線５０７、５０８をそれぞれ段差５０１まで延長し、これら両方の第２
の近似線５０７、５０８の間隔５０９を、求める段差の高さとする。
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【００４２】
　［対象データ作成工程］
　対象データ作成工程では、上述のように特定した段差領域と段差の高さから、測定デー
タの段差形状成分を除去して、フィッティング対象データを得る。即ち、段差領域を挟む
ように隣接する一方の非段差領域に対応する複数の測定点を、挟まれた段差領域に対応す
る段差の高さ分移動させる。これにより、一方の非段差領域に対応する複数の測定点の高
さを、段差領域を挟むように隣接する他方の非段差領域に対応する複数の測定点の高さに
合わせる。そして、測定データから段差形状成分を除去して、移動後の非段差領域に対応
する複数の測定点よりなるフィッティング対象データを得る。ここで、このように非段差
領域の複数の測定点を、段差の高さ分移動させることを、段差の押し上げと言う。以下、
具体的に説明する。
【００４３】
　まず、上述のように第２の近似線５０７、５０８を求めるための領域５０６内の複数の
測定点は、測定データとして信頼性の高いものである。したがって、図５（ｄ）に示すよ
うに、領域５０６内の複数の測定点からなる信頼性の高い測定点列５１０が得られる。
【００４４】
　次いで、前述のように、非段差領域に対応して取得した番号と、その番号での段差高さ
を用いて、段差の押し上げを行う。即ち、図５（ｄ）の測定点列５１０を、図５（ｃ）で
求めた段差の高さ（間隔５０９）分、同図の上側に押し上げ、図５（ｅ）に示すような点
列５１１を得る。このような段差の押し上げ処理を、円形状の被測定面Ｓの中央に存在す
る中央段差から順次行い、一つ外側の段差については、内側の累積段差高さだけ高さ方向
に押し上げていく。
【００４５】
　なお、このような段差の押し上げは、円形状の被測定面Ｓの外側から行っても良い。ま
た、非段差領域の複数の測定点の移動は、上述のような押し上げ方向ではなく、押し下げ
方向であっても良い。何れにしても、段差押し上げ処理或いは段差の押し下げ処理を被測
定面Ｓ上の全段差、全ラインに対して行い、図６に示すような段差形状成分を除去した測
定点列（フィッティング対象データ）６０１を得る。
【００４６】
　なお、上述の説明では、フィッティング対象データを得るために、第２の近似線５０７
、５０８を求めるための領域５０６内の複数の測定点を移動させたが、非段差領域５０３
内の複数の測定点のみを移動させても良い。即ち、図５の（ｂ）～（ｄ）の工程をなくし
て、図５（ｅ）の工程で、測定点列５１１に代えて非段差領域５０３内の複数の測定点を
押し上げるようにしても良い。要は、非段差領域５０３の測定データを使用して、段差形
状成分を除去できれば良く、使用するデータの領域は任意に設定できる。但し、領域５０
６の方が非段差領域５０３よりも範囲が広いため、より精密にフィッティング対象データ
が得られる。
【００４７】
　［参照形状取得工程］
　参照形状取得工程では、設計形状から段差形状成分を除去して参照形状を得る。即ち、
設計形状を、設計段差を挟むように隣接する一対の設計非段差形状の一方の設計非段差形
状を設計段差の高さ分移動させることにより、一方の設計非段差形状の高さを、一対の設
計非段差形状の他方の設計非段差形状の高さに合わせる。そして、設計形状を設計段差の
ない参照形状に変換する。以下、具体的に説明する。
【００４８】
　即ち、設計形状に関しても、上述の測定データと同様に、設計段差の押し上げ或いは押
し下げを行う。ここで、設計形状は、設計段差と設計非段差形状とからなる。設計非段差
形状とは、設計形状の隣接する段差同士の間部分の形状である。また、本明細書及び特許
請求の範囲では、設計形状に関する段差と非段差形状とを、上述の測定データと区別する
ために便宜上、設計段差と設計非段差形状と言う。
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【００４９】
　このような設計形状に関しても、中心から順番に設計非段差形状に番号を付している。
そして、その番号での設計段差の高さを用いて、段差の押し上げ（或いは押し下げ、以下
同様）を行う。このような段差の押し上げ処理は、円形状の設計形状の中央に存在する中
央段差から順次行い、一つ外側の段差については、内側の累積段差高さだけ高さ方向に押
し上げていく。そして、段差押し上げ処理を設計形状の全設計段差、全ラインに対して行
い、図６に示すような段差形状成分を除去した参照形状６０２を得る。なお、段差高さは
測定データから得られた段差高さを用いても良い。また、設計形状とは、設計形状そのも
の、或いは、設計形状の形状パラメータを変化させた形状のことを表している。
【００５０】
　［フィッティング工程］
　フィッティング工程では、上述のように求めた測定点列（フィッティング対象データ）
６０１と参照形状６０２とをフィッティングする。即ち、測定点列６０１と参照形状６０
２とを、最小二乗法などを用いてフィッティングする。
【００５１】
　これにより、被測定物Ｗのセッティング誤差、即ち、形状測定装置１への設置誤差を除
去する。そして、フィッティングした測定点列６０１と参照形状６０２とから残差を求め
て被測定面Ｓの形状を測定する。
【００５２】
　本実施形態の場合、測定データから段差形状成分を除去した測定点列６０１と、設計形
状から取得する段差形状成分のない参照形状６０２とをフィッティングさせている。この
ため、複数の設計段差を有する設計形状に基づいて形成された被測定面Ｓの測定データと
設計形状とのフィッティングを高精度に行える。フィッティングを高精度に行えれば、セ
ッティング誤差も高精度に除去でき、被測定面Ｓの形状測定も高精度に行える。
【００５３】
　なお、上述の説明ではライン同士をフィッティングさせているが、フィッティングは面
形状同士で行っても良い。
【００５４】
　また、段差特定工程で特定した段差領域と段差高さの情報を用いて、図５（ｅ）の段差
高さ押し上げ処理を、ライン単位に押し上げを行わず、面形状全体のままで行っても良い
。その場合、全ライン一括で処理を行うことができ計算速度は向上する。また、２次元化
された点列は投影の影響で誤差が追加されるため、３次元点列のままで押し上げ処理を行
うと計算精度も向上する。
【００５５】
　また、設計形状の押し上げ処理は、段差を予め除去した形状成分と曲面形状成分を足し
合わせた、段差のない平滑な参照形状を準備しておくことでもよい。これにより、設計形
状の段差押し上げ処理が不要となり、計算速度が向上する。
【００５６】
　更に、図３のＳ８で、フィッティング、即ち、段差を押し上げた状態でセッティング誤
差補正を行うが、そこで得られたセッティング誤差量を用いて、再度、図３のＳ３へ戻っ
ても良い。これにより、高精度にセッティング誤差量が把握できた状態で、段差位置の特
定ができるため、精度が向上する。
【符号の説明】
【００５７】
　１・・・形状測定装置、２・・・プローブ、３・・・定盤、４・・・移動手段、５・・
・変位測定手段、６・・・制御部、１０３・・・投影点列データ（複数の測定点）、５０
２・・・段差領域、５０３・・・非段差領域、５０４・・・近似線、５０７、５０８・・
・第２の近似線、５１０・・・測定点列（複数の測定点）、６０１・・・測定点列（フィ
ッティング対象データ）、６０２・・・参照形状、Ｗ・・・被測定物、Ｓ・・・被測定面
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